
マスター タイトルの書式設定

発信者情報開示制度

2020年5月27日21:00版

山田太郎事務所



マスター タイトルの書式設定発信者情報開示制度と表現の自由の関係

【出典】総務省 総合通信基盤局：「発信者情報開示制度（プロバイダ責任制限法）について」（２０２０年３月１８日） 1



マスター タイトルの書式設定発信者情報開示制度の趣旨

【出典】総務省：特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律ー解説ー（平成30年6月更新）１頁 2



マスター タイトルの書式設定発信者情報開示制度の役割（個人法益を侵害された被害者の救済）

【出典】総務省：特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律ー解説ー（平成30年6月更新） ２頁 3



マスター タイトルの書式設定NTTコミュニケーションズ「開示請求等件数の推移」

【出典】 NTTコミュニケーションズ資料：「当社における発信者情報開示請求の現状について」（ 2020年4月30日総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」提出資料） 4



マスター タイトルの書式設定NTTコミュニケーションズ「被侵害権利の内訳」

【出典】 NTTコミュニケーションズ資料：「当社における発信者情報開示請求の現状について」（ 2020年4月30日総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」提出資料） 5



マスター タイトルの書式設定NTTコミュニケーションズ「被侵害権利毎の開示請求件数推移」

【出典】 NTTコミュニケーションズ資料：「当社における発信者情報開示請求の現状について」（ 2020年4月30日総務省「発信者情報開示の在り方に関する研究会」提出資料） 6



マスター タイトルの書式設定インターネットを利用した人権侵犯事件の推移

【出典】法務省HP：インターネットを利用した人権侵犯事件の推移（グラフ） 7



マスター タイトルの書式設定サイバー犯罪の検挙件数の推移

【出典】警察庁：「令和元年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」（令和２年３月５日） 8



マスター タイトルの書式設定サイバー犯罪の検挙件数の内訳（※不正アクセス禁止法違反等以外）

【出典】警察庁：「令和元年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について」（令和２年３月５日）

※ 不正アクセス禁止法違反、正指令電磁的記録に関する罪及びコンピュータ・電磁的記録対象犯罪以外の内訳
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マスター タイトルの書式設定日本のプロバイダ責任制限法（全文）

10



マスター タイトルの書式設定日本のプロバイダ責任制限法による発信者情報開示制度

【出典】総務省 事務局：「発信者情報開示請求に関する背景及び現状」（２０２０年４月３０日） 11



マスター タイトルの書式設定日本のプロバイダ責任制限法による発信者情報開示制度

【出典】総務省：「発信者情報の開示要件について」 12



マスター タイトルの書式設定アメリカ：ディスカバリー（証拠開示手続）

ディスカバリー：当事者が互いに証拠を開示し合う手続
（連邦民事訴訟規則第26条(a)、第34条(a)等）

＜一般的なディスカバリーの流れ＞
① 訴訟を提起
② 当事者間でディスカバリー会議を実施
③ ②の結果を反映したディスカバリー計画を当事者から裁判所に提出
④ ディスカバリー計画を踏まえて裁判所からスケジュール命令等を発令
⑤ ④に沿って当事者間でディスカバリーを実施

※ 証拠開示の範囲が合意に至らない場合、開示を強制したい当事者は、強制開示の申立てを行うことができる。
※ 強制開示を認める場合、裁判所は、開示命令（subpoena：サピーナ）を発令する。
※ 開示命令に従わない者に対して、裁判所は、真実擬制や裁判所侮辱罪によるペナルティを課すことができる。
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マスター タイトルの書式設定アメリカ：DMCAサピーナ（侵害者情報開示命令）

DMCAサピーナ：侵害者を特定するための情報開示命令
（著作権法512 条(h)）

＜DMCAサピーナの手続＞
著作権侵害主張の通知を行った著作権者またはその代理人から、
連邦地方裁判所の書記官に対して、
以下の①～③の書類を提出して請求する。
① 著作権侵害主張の通知の写し
② 請求者が求める情報開示命令
③ 宣誓陳述書
書記官は、請求が適法に要件を満たしている場合、
速やかに情報開示命令（subpoena：サピーナ）を発行しかつ署名して、
プロバイダへ送達するために請求人に返還する。

※ 宣誓陳述書：情報開示命令を要求する目的は新会社とされる者を特定することであり、かつ、
かかる情報は著作権法に基づいて権利を保護する目的のみに使用する旨について宣誓する陳述書

※ DMCAサピーナは、訴訟を提起せずとも利用できる。
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マスター タイトルの書式設定アメリカ：匿名訴訟（John Doe defendant）

匿名訴訟：訴状に仮名の被告名を記載して提起する訴訟
（明文規定なし、慣行により多くの州裁判所と連邦裁判所で認められている）

＜匿名訴訟の手続＞
匿名訴訟を提起した者は、提訴後のディスカバリーにおいて、
裁判所の発行する強制令状（subpoena：サピーナ）に基づき、
情報を保有する第三者に対し、その開示を求めることができる
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マスター タイトルの書式設定プロバイダ責任制限法の限界

【出典】総務省 総合通信基盤局：「発信者情報開示制度（プロバイダ責任制限法）について」（２０２０年３月１８日） 16



マスター タイトルの書式設定裁判上の発信者情報開示の流れ

③ 発信者に対する損害賠償請求訴訟又は差止請求訴訟の申立て

損害賠償の支払、発信情報の削除を求める 判決が出るまで約１年かかる（第一審）

② アクセスプロバイダに対する発信者情報開示請求訴訟の申立て

発信者の氏名、住所、メールアドレス等の開示を求める 判決が出るまで約４～５か月かかる

① コンテンツプロバイダに対する発信者情報開示の仮処分の申立て

発信者のIPアドレス、タイムスタンプ等の開示を求める 仮処分が出るまで約１か月かかる
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マスター タイトルの書式設定ブロッキング

ブロッキング：
ユーザがウェブサイトを閲覧しようとする場合に、当該ユーザにインターネットアクセスを提供するプロバイダが、
ユーザの同意を得ることなく、ユーザーがアクセスしようとするウェブサイト等のホスト名、IPアドレスないしURL
を検知し、そのアクセスを遮断する措置をいう。

⇩

憲法上、検閲の禁止、通信の秘密、表現の自由に反する
法律上、電気通信事業法に反し、刑罰の対象

正当行為、正当防衛、緊急避難による違法性阻却は困難

電気通信事業法
（秘密の保護）
第４条
１ 電気通信事業者の取扱中に係る通信の秘密は、侵してはならない。
２ （以下略）

第１７９条
１ 電気通信事業者の取扱中に係る通信（…）の秘密を侵した者は、二年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する。
２ 電気通信事業に従事する者（…）が前項の行為をしたときは、三年以下の懲役又は二百万円
以下の罰金に処する。
３ 前二項の未遂罪は、罰する。
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マスター タイトルの書式設定自民党：発信者情報開示の問題点（海賊版対策に関して）

• 裁判所が「侵害に係る」要件を限定的に解釈し開示されるIPアドレスやタイムスタンプが狭すぎる例がある

① 法4条についての解釈の明示等（解釈では限界がある場合は法改正）

※ 東京地裁では保全部と知財部で判断が異なり、後者が特に限定的に解釈しているとの指摘有り

• IPアドレスとタイムスタンプのみでは発信者が特定できない例がある

② 省令の改正（電話番号の追加、限定列挙ではなく例示列挙への転換等）

• プロバイダが把握している氏名・住所等が真正なものでない例がある

③ 特定電気通信役務提供者への契約締結時の本人確認の義務付け等

• 非協力的なプロバイダーの「保有していない」との主張を裁判所がそのまま採用する例がある

④ 「保有する」要件の解釈の見直し等（解釈では限界がある場合は法改正）

海賊版サイトの運営者にたどり着けない

• 任意開示に応じないプロバイダに裁判手続をとると時間もお金も手間もかかる

⑤ 任意開示の促進（ガイドラインの充実等。特に、著作権侵害の際に適法に任意開示できる事例等）

※ 法改正も検討（公衆送信権侵害等の場合に発信者からの意見聴取を不要とする、開示した場合の免責を新設する等）

⑥ 損害賠償や差止めの請求の前提であることを踏まえた発信者情報開示の仮処分・訴訟の迅速化・簡素化

※ 民事訴訟全体の問題として、匿名訴訟の制度や強制令状の制度等についても検討

⑦ プロバイダが海外事業者の場合に送達手続等にかかる時間の短縮等

発信者情報開示の手続に時間・費用・手間がかかる

• プロバイダが海外事業者の場合に準拠法や管轄等を理由に日本での裁判手続に応じない例がある

⑧ 日本においてサービスを提供する海外のプロバイダについて外国会社の登記の徹底（会社法817条以下、933条以下）等

※ 今国会に提出されている電気通信事業法改正案が成立すれば、外国法人等は国内代表者等の指定義務を負い、実効性が確保される

⑨ 海賊版対策における国レベル及び民間レベル国際連携・国際協調の促進等

海外のプロバイダが非協力的な場合に日本法の実効性がない
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マスター タイトルの書式設定「保有する」要件についての総務省の解釈

【出典】総務省：特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律ー解説ー（平成30年6月更新）３３頁 20



マスター タイトルの書式設定「保有する」要件についての総務省の解釈

【出典】総務省：特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律ー解説ー（平成30年6月更新）３４頁 21



マスター タイトルの書式設定発信者情報開示の対象（限定列挙）

22【出典】総務省 総合通信基盤局：「発信者情報開示制度（プロバイダ責任制限法）について」（２０２０年３月１８日）



マスター タイトルの書式設定プロバイダ等の責任制限に関する諸外国の状況（2010年時点）

【出典】総務省 ：「プロバイダ等の責任制限に関する諸外国の状況（平成２２年１２月２１日） 23



マスター タイトルの書式設定発信者情報開示に関する諸外国の状況（2010年時点）

【出典】総務省 ：「プロバイダ等の責任制限に関する諸外国の状況（平成２２年１２月２１日） 24


